
【社会の動き】少子高齢化や労働力不足など社会課題が深刻化
する一方、デジタル技術が急速に普及。

【国の動き】国は課題解決を目指し、自治体を支援する「自治
体DX推進計画」を策定。

【本町の対応】住民に身近な行政を担う本町はDXを喫緊の課題
と捉え、目指すべき姿と基本的な考え方を示すため、『新地町DX
推進ビジョン』を策定。

本ビジョンの期間は、新地町総合計画との整合を図り、令和５
年度（2023年度）から令和12年度（2030年度）までとします。

『デジタルでみんな便利に 誰も取り残さないデジタル改革』

住民サービスの

向上

○セキュリティを前
提に、いつでもど
こでも誰もが利便
性の高いサービス
を受けられる環境
を整備します。

○自治体フロント
ヤード改革の推
進

○マイナンバー
カードの普及促
進・利用の推進

○公金収納におけ
るeL-QRの活用

社会基盤の整備

○年齢・障がい・
経済的理由等にか
かわらず、誰もが
デジタル化の恩恵
を享受できる環境
を整備します。

○セキュリティ対
策の徹底

○情報格差対策

○地域社会のデジ
タル化

行政運営の改革

○生成AI等を活用し
た業務効率化によ
り、職員がより重
要な業務に専念で
きる環境を整備し
ます。

○地方公共団体情
報システムの標
準化

○共通化等の推進

○AI活用の推進

○BPR（業務改
革）の取組の徹
底


